
平成２５年度倉敷市水道局入札契約制度改正 

 

平成２５年５月３１日   

 

倉敷市水道局の入札契約制度について次のとおり改正します。 

 

１ 局発注工事における現場代理人の取扱いについて 

(１) 常駐緩和（兼任）の取扱い 

 ア 改正内容 

    次の（ア）又は（イ）に該当する場合には，現場代理人の兼任を認めます。 

   (ア) 次の全ての要件を満たす場合 

ａ 兼任することとなる工事（局が発注する工事に限る。）の件数が２件以内であ

ること。 

ｂ 兼任することとなる各々の工事の当初請負金額が１,０００万円未満であること。 

ｃ 特記仕様書に「現場代理人の兼任を認めない」旨の記載がないこと。 

ｄ 監督員と常時連絡可能な体制を確保し，監督員が求めた場合は速やかに工事現

場に向かう等適切な対応ができること。 

ｅ 兼任する工事現場のいずれかに必ず常駐できること。 

ｆ 必要に応じて代行者を配置するなど，安全管理のほか現場の運営及び取締りに

支障を生じさせないこと。 

  ※ 現場代理人が主任技術者，配水管技能者又は水道配水用ポリエチレン管布設工に係る

技術者を兼ねている場合は，兼任を認めません。 

   (イ) 同一の場所又は隣接した場所で行われる工事で局が認める工事（諸経費調整対象

工事）である場合 

     兼任できる工事件数及び当初請負金額に制限を設けません。ただし，請負金額が

２,５００万円（建築一式工事の場合は５,０００万円）以上の工事において現場代

理人が主任技術者を兼ねている場合は，兼任を認めません。 

  イ 国，県又は市町村が発注する工事等との関係 

    国，県又は市町村が発注する工事の現場代理人が新たに局発注工事の現場代理人と兼



任はできません。また，局発注工事の現場代理人が新たに国，県又は市町村が発注する

工事の現場代理人と兼任はできません。 

  ※ 倉敷市（契約課）発注の工事との兼任もできません。 

  ウ 施行年月日 

    平成２５年６月１日以降公告（指名通知）分から 

  ※ 現場代理人の兼任について，虚偽の届出をした場合は，不正又は不誠実な行為として

指名停止等措置の対象となることがあります。 

(２) 在籍出向者の取扱い 

  ア 改正内容 

常駐緩和の有無にかかわらず，全ての工事について，在籍出向者は現場代理人として

認めません。 

  イ 施行年月日 

    平成２５年１２月１日以降公告（指名通知）分から 

 

２ 建設工事における最低制限価格基準率の改正 

(１) 改正内容 

   予定価格２億円以上の建設工事について，最低制限価格基準率の算定方法を次のとおり

変更します。 

最低制限価格基準率＝ 

(直接工事費×0.9＋共通仮設費×0.85＋現場管理費×0.75＋一般管理費×0.25)÷工事価格 

 (２) 施行年月日 

平成２５年６月１日以降公告（指名通知）分から 

 

３ 低入札価格調査基準率及び失格基準価格の算定方法の改正 

(１) 改正内容 

  低入札価格調査基準率の算定方法及び失格基準率を次のとおり変更します。 

  ア 低入札価格調査基準率の算定方法の変更 

    低入札価格調査基準率は，次の計算式により算定した率の小数点第３位以下を切り捨

てた率から０.０１９８を差し引いた率とします。 



(直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3)÷工事価格 

  イ 失格基準価格の算定方法の変更 

失格基準価格（税抜）＝予定価格（税抜）×(失格基準率―(0.002Ｘ＋0.0002Ｙ)) 

失格基準率＝  

(直接工事費×0.9＋共通仮設費×0.85＋現場管理費×0.75＋一般管理費×0.25)÷工事価格 

 (２) 施行年月日 

 平成２５年６月１日以降公告（指名通知）分から 

 

４ 下請業者の市内業者優先について 

(１) 改正内容 

建設工事において，１次下請を市外業者に発注する場合は，下請負届出書の提出時に理

由書の提出を義務付けます。 

 (２) 施行年月日 

平成２５年６月１日以降下請負届出書提出分から 

 

５ 電子入札における入札受付時間の変更 

(１) 改正内容 

   入札金額登録の締切りを開札日当日の午前９時までとします。 

 (２) 施行年月日 

平成２５年６月１日以降公告（指名通知）分から 

 


